様式第１号（第５条関係）

　　年　　月　　日

徳島県知事　殿

住　　所

氏　　名
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　  法人にあっては、主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 及び名称並びに代表者の氏名
補 助 金 交 付 申 請 書

補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

１　補助事業名
　　　　　　年度徳島県高度外国人材採用活動支援事業

２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

３　補助事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日
４　関係書類

（１）事業計画書（別紙１）

（２）誓約書（別紙２）
（３）補助対象事業に要する金額が確認できる書類の写し（見積書等）

（４）事業実態の確認ができる書類（法人の場合は、登記事項証明書の写し、
個人事業主の場合は直近の確定申告書等の写し又は個人事業の開業届出書の
写し等)
（５）その他知事が必要と認める書類
５　担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）

　　氏名　　　　　　　　連絡先

別紙１
　　年　　月　　日
事業計画書
１　申請者の概要
	事業者名
	

	代表者及び
役職名
	

	所在地
	〒

	担当者及び
役職名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	連絡用メール　アドレス
	


２　事業計画の内容
	実施する

事業区分
	該当する事業に☑を記入
□　在留資格の取得等
□　渡航費等
□　人材受入れに係る費用

	実施予定時期
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	高度外国人材の職種
	

	就業場所（予定）
	

	高度外国人材の配属予定の部署の事業概要
	配属予定：
事業概要：

	高度外国人材の業務（予定）内容
	

	事業内容
	※該当する内容を選択し、必要事項を記載してください。
※実施内容は具体的に記載してください。
【在留資格の取得等】

(1)在留資格認定証明書交付申請・在留資格変更許可申請代行を依頼する高度外国人材の人数
(2)雇用する高度外国人材の氏名
(3)相談内容
(4)費用内訳

※事業の対象となる高度外国人材について、氏名を記載いただいた方全員の氏名が確認できる書類の写しを添付してください。
【渡航費等】

(1)事業内容

(2)採用面接日／入国日
(3)面接人数／雇用人数
(4)面接／雇用する高度外国人材の氏名
(5)利用交通機関
(6)費用内訳
※旅程表を添付してください

※事業の対象となる高度外国人材について、氏名を記載いただいた方全員の氏名が確認できる書類の写しを添付してください。

【人材受入れに係る費用】
(1)事業内容
(2)雇用人数／派遣受入人数
(3)雇用時期／派遣期間
(4)費用内訳


３　補助事業に要する経費
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考

	 県補助金
	
	

	 自己資金
	
	

	 その他
	
	

	計
	
	―


　
　（２）支出の部
	実施する事業区分の欄のみ記入
	
	（単位：円）

	事業区分
	予算額
	備考

	在留資格の取得等
	
	

	渡航費等
	
	

	人材受入れに係る費用　
	
	

	補助対象経費計※
	
	

	補助対象外経費計
	
	消費税等

	合計
	
	


（注）補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いたものとする。
	（３)　補助金交付申請額
※補助対象経費
補助金交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



別紙２

　　年　　月　　日

徳島県知事　殿

　住　　所

氏　　名
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　   法人にあっては、主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  及び名称並びに代表者の氏名
誓　約　書

徳島県高度外国人材採用活動支援補助金の申請にあたり、次のとおり誓約します。
１　徳島県高度外国人材採用活動支援補助金交付要綱に定める要件を満たしています。なお、申請内容に虚偽が判明した場合は、補助金の返還等に応じます。
２　徳島県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
３　次のいずれにも該当する者ではありません。

(1) 過去３年間に、労働関係法令に違反している事業者

(2) 徳島県物品購入等の契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止期間中に該当する事業者

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てまたは破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている事業者

(4) 宗教団体や政治活動を主たる目的とする法人若しくは暴力団又は暴力団員の統制下にある法人である事業者

(5) 県税に滞納がある事業者

(6) 国、地方公共団体及び特別の法律により特別の設置行為をもって設置された法人である事業者

(7）事業の運営のために必要な経費の主たる財源を国又は地方公共団体からの交付金若しくは補助金等によって得ている法人である事業者
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